








105

A 105

46

11
10
9
8
5
3
2
2
2
7

105













104

104

63

6
6
5
4
4
4
4
3
2

104















760

ICT























463









182

182

1













126

A.
3

B.
123



3030

30



30











92

1 /

38.2
53.5

/

1 /2

1 /













( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 0183

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 新28-0025

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 0182

点検結果
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果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

・資金の流れAについて、1者応札（1者応募）となっている。
　以上のことから、「支出先の選定における競争性、透明性の改善」を行うべきであり、本事業は「事業内容の一部改善」とする。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

執
行
等
改
善

外部有識者点検対象外

入札説明会へ参加した事業者及び不参加の事業者にアンケートを実施し、１者応札となった原因は、①事業内容が多岐にわたり、継続事業であ
ることから新規で取り組む事業者には参入しにくかったこと、②公告及び開札時期が年度末で業者が本来業務で人員を割くことが出来なかったた
め、と推定された。このため、令和元年度(2019年度）は、①多岐にわたる事業内容であっても受託できるよう、共同事業体としての申請を可能と
する従来の方法を継続し、②仕様書では、過去の事業内容、実績を閲覧できる旨記載したほか、③開札時期を４月とし、公告期間も従来より長く
設定した。この結果、入札説明会では多数の事業者に参加いただいたが、一者応札となったことから、入札説明会参加企業等にアンケートを実施
した。回答では、昨年の回答と同様に、予算額に対してアウトリーチ活動の実施回数が多いという意見が見られたので、適切なアウトリーチ活動
の実施回数等について引き続き検討するとともに、アウトリーチ活動の対象者についても、より波及効果が得られるよう、引き続き検討する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

・本事業は平成28年度(2016年度）から令和2年度(2020年度）までの５年間の事業実施期間を予定しており、出前授業等のイベント開催毎に
テーマや参加者の関心度等に応じた様々な手法を試行的に実施し、効果検証を行う。また、アウトリーチ活動の対象者についても、より波及効
果の見込める者にターゲットを絞りながら進めている。
・これまでの一般消費者に加え、フードシステム全体に関わるステークホルダーとのネットワークを構築し、これらと連携した情報発信を行うとと
もに、インターネットを活用した新たな情報発信手法を検討する。

・科学技術イノベーション創出による産業競争力強化等が期待される中、近年、農林水産分野においてもゲノム編集技術等の 新のバイオテ
クノロジーを応用した健康機能性農作物の作出等、国民のニーズに対応するイノベーション創出が期待される状況にある。
・しかしながら、これら研究成果の社会実装に当たっては、食品の安全性等に関する科学的なエビデンスやベネフィット等を研究開発側が主体
的に収集・発信し、国民とのコミュニケーション活動を通じ、社会での受容度を高めていく必要がある。
・ゲノム編集技術等の産業利用に向けた研究開発は、現在、先進各国が競って進めており、我が国においても、全国各地の大学や国立研究
開発法人の英知を結集して国家プロジェクトとして研究開発を進めている状況にある。
・このため、これら 先端の研究成果について、科学的な見地から一般の方々に分かりやすく伝え、コミュニケーション活動等を全国的に展開
し、社会的な理解を促す取組は、地方自治体や民間単独では困難であり、引き続き、国が主導的な役割を果たす必要がある。
・科学技術の一つとして一般の方々が身近に関心や興味を寄せられるよう、本事業では科学館・博物館ネットワークの活用や、大学やＮＰＯ等
が主催する「サイエンス・カフェ」等との連携を行いながら、専門家が丁寧に説明することにより、政策目的の効果的な達成を図ることとしてい
る。
・また、ゲノム編集技術等の社会受容に向けた情報提供の必要性等については、「統合イノベーション戦略（平成30年６月閣議決定）」、「科学
技術イノベーション総合戦略2017（平成29年６月閣議決定）」及び「食料・農業・農村基本計画（平成27年３月閣議決定）」にも明記されており、
政策優先度の高い課題である。

農林水産省

８百万円

A.国立研究開発法人

農業・食品産業技術総合研究機構

８百万円

委託【一般競争契約（総合評価）】

大学での出前授業やサイエンスカフェ

等において、専門家からのゲノム編集技

術等に関する丁寧な説明、参加者との

意見交換、また科学館・博物館等におけ

るゲノム編集技術等に係る展示等を実

施
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